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内閣府消防庁は、令和３年5月20日に災害対策基本法が改正されたことを

受け、市町村が避難情報の発令基準等を検討・修正等する際の参考としてい

た「避難勧告等に関するガイドライン」を名称を含め改定し、「避難情報に関す

るガイドライン」として公表しました。

ガイドラインの改定で大きく変わったのは、避難情報等の名称（表示名）にな

ります。改定後は、警戒レベルの高い順に「緊急安全確保」「避難指示」「高齢

者等避難」というように避難情報等の名称が変更され、発令された警戒レベル

に対して、住民のとるべき行動が明確になりました。改定前の警戒レベル４“避

難指示”と“避難勧告”のように、同じ警戒レベル内で2つの情報を示すことはな

くなり、警戒レベル４“避難指示”は「必ず避難」です。

警戒レベルと避難情報等の名称をしっかりと確認し、災害発生時に正しい行

動をとれるように心がけましょう。

〈防災士 荻野勝也〉


